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ＡＩ営業スタッフが対応するＥＣで
新しい車の買い方を提案
岡山ダイハツ販売株式会社

■経営課題・解決の方向性

●所在地　岡山県　　●従業員数：412 人　　●資本金：8000万円
●事業内容：新車販売、中古車販売、損害保険代理店業、アフターサービス
https://www.oka-daihatsu.co.jp/

●所在地　山口県　　●従業員数：100人　　●資本金：7500万円
●事業内容：半導体製造装置関連部品製造、航空宇宙関連部品製造、各種精密機械部品製造
http://www.hibikiseiki.com/

（当初の課題）
営業スタッフ１名当たりの担当するお客様数は全銘柄中ダイハツが最も多く、営業に関する業務工数が
不足していた。車両の高機能化や支払方法の多様化などにより説明事項が増え、商談が長時間化していた。
自動車販売は対面を基本としているが、「実店舗への来店が面倒」と思っているユーザーが４割もいること
が調査でわかった。

（解決の方向性）
経験豊富なベテラン営業スタッフのノウハウを凝縮した “ＡＩ営業スタッフ” が 24 時間 365 日対応する自動
車車両ＥＣ販売サービスを提供。コロナ禍の新しい車の買い方を提案を行っている。 ■取組の具体的効果

（効果）
　・いつでもアクセスでき、店舗に来店せずに気軽に何でも質問できる環境を整えることで、来店への抵抗や
不安を軽減した。

　・営業の精鋭が動画で商材の特徴、保証、手続きなどを説明するコンテンツを制作。ＷＥＢで動画を見てあら
かじめ車選びをしてから来店するユーザーが増えることで、営業スタッフの商談時間の削減につなげた。

　・過去のデータから人気があるグレード、人気のカラーなどを選定して仕入れておく（在庫を抱える）こと
　　で、通常２か月程度かかる注文から納車までの期間を 10 日～１週間に短縮した。
　・ベテラン営業スタッフの説明動画や、チャットボットと通じた多くのユーザーとの会話履歴を社内共有す
ることで、経験の浅い営業職の育成に役立っている。

（ビジネスモデル・今後の展開）
ＥＣと既存販売車両のどちらの売り方がより消費者に求められるのか中長期的に評価を行い、商品ラインナップ
だけではなく、価値の再定義を行う。

■今後の課題

★取組成功のポイント 

（システム・取組概要）

ユーザー行動 /心理分析を販売、サービスにフィードバックし顧客の新規獲得とＣＳ（顧客満足度）向上を図る。

　・アンケートで顕在化した「実店舗への来店が面倒」というユーザーの意見を受け、いつでも気軽に相談
できるＡＩスタッフを実現したこと

　・経験豊富なベテラン営業スタッフのノウハウを動画コンテンツやＡＩチャットボットに活用したこと ・
　　ＷＥＢで車選びをしてから店舗で気になる点を確認し購入の最終判断をしていただく、バーチャル店舗
　　（ＥＣ）とリアル店舗の組み合わせ商談モデルを構築したこと

■経営課題解決に向けたデジタル技術活用の取組
（取組の体制）
　・販売促進部をデジタルマーケティング部に改組、みらい支店を設置
　・キーマンは取締役総合企画本部長

（ベンダーの活用状況、役割分担）
スピードを重視し、ＥＣやデジタルマーケティングを外部委託。短期集中でデジタル化を実施

ＤＸ事例⑮小売業◆企業顧客間接続型

構想づくり
販売促進部がデジタルマーケティング部に
組織改革
委託業者選定
自動車車両の常時 EC販売サービス
「みらい支店」開店
楽天市場にショップ開設
ＡＩチャットボット提供
動画コンテンツ強化、オンライン商談開始

（導入技術・データの活用方法）
ＡＩによる 24 時間顧客対応と対応データ
の活用・分析を通じた顧客満足度向上

（セキュリティ対策）
　・ダイハツグループのセキュリティポリ
シー遵守

　・サーバーを自社から外部委託へ変更

（コスト）
初期費用 5000 万円、
運用費・ＰＲ費用など 7000 万円
（補助金なし）

（取組の経過）
2015 年～
2018 年 11 月

2019 年 11 月
2020 年７月

2021 年１月     
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アプリで得られる情報と様々なデータを掛け合わせて
地域ごとの顧客ニーズを把握し、店舗が独自仕入地域の消費者

動画配信視聴ログ

生産者等
仕入先

データレイク

データウェア
ハウス

動作ログ 顧客情報 購買情報 販促情報 マークティ
ング情報

地域の
飲食店

アプリ利用ログ

行動ログデータ

データ活用によるＰＤＣＡで
地域とつながる戦略実践
株式会社エブリイ

■経営課題・解決の方向性

●所在地　広島県　　●従業員数：4617人　　●資本金：3000万円
●事業内容：スーパーマーケット事業 業務スーパーＦＣ地方エリア本部 （広島県・岡山県・鳥取県・島根県）
https://www.super-every.co.jp/

●所在地　山口県　　●従業員数：100人　　●資本金：7500万円
●事業内容：半導体製造装置関連部品製造、航空宇宙関連部品製造、各種精密機械部品製造
http://www.hibikiseiki.com/

（当初の課題）
地域ごとの特性や顧客のニーズに応じて店舗ごとの戦略策定が必要であった。

（解決の方向性）
ＰＯＳレジデータ以外に、アプリ利用ログや顧客の行動ログ等様々なデータを活用して、地域ごとのオリジ
ナリティある戦略策定と実践のＰＤＣＡを加速する。

■取組の具体的効果
（効果）
　・アプリやＳＮＳ等のツールで販売情報を提供することで、顧客の反応など利用ログが習得できるようになった。
　・アプリのＧＰＳを利用者の行動ログ（位置情報）から、地域ごとの顧客の行動特性を把握し、ニーズに合っ
た仕入や販売戦略策定につなげている。

（ＤＸの定着と改善）
　・地域の農家から仕入れた野菜等を、地域の飲食店に届ける等地域に密着した取組を進めている。
　・キャッシュレスの比率を向上させ、スマートフォンネイティブでない世帯への、チラシにかわる情報提供
策を検討することで、顧客とのつながりをより深めていく。

■今後の課題

★取組成功のポイント 

（システム・取組概要）

地域の良さを生かした、地域と共存する店舗づくりをすすめる。

　・データ分析を分析で終わらせず、各部門で経営戦略や施策につなげていること
　・地域ごとの特性や顧客ニーズを把握し、各店舗が独自性をもって仕入や販売戦略策定を工夫していること

■経営課題解決に向けたデジタル技術活用の取組
（取組の体制・ベンダーの活用状況、役割分担）
　・グループ会社がシステム開発・運用を担当

ＤＸ事例⑯小売業◆企業顧客間接続型

アプリリリース
動画配信チャンネル開設

（導入技術・データの活用方法）
アプリや動画配信等顧客対応と対応データの活用・
分析を通じたＣＳ（顧客満足度）向上

（取組の経過）
2020 年 10 月

※データレイク：「データの湖」という意味。多種多様なデータを本来のフォーマットのまま保管する広大な領域のこと。

※データウェアハウス：「データの倉庫」という意味。利用者により定義範囲は異なるが、一般に時系列に整理された大量の統合業務データ、
もしくはその管理システムを指す。
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農家A

集荷者A

集荷者B

仲卸A

仲卸B

小売A

○日に生産された
農家Aの野菜

一定期間に生産
された○×県産の
すべて

※ＰＦ（トレーサビリティプラットフォーム）

小売B

農薬異
常

農家B

農家C

農家D

青果物の流通状況把握

ブロックチェーンバーコードやQRコードを
用いた情報の読取

生産・流通過程の物理・環境情報取得

青果物流通
状況データIoT

ブロックチェーンを活用して
青果物の事故品流通拡大抑止
株式会社ベジテック

■経営課題・解決の方向性

●所在地（本社）神奈川県（事業拠点）東京都　埼玉県他　　●従業員数：453人　　
●資本金：4億 3750万円　　●事業内容：青果物の加工、仲卸
https://www.vegetech.co.jp/

（当初の課題）
海外では食品トレーサビリティの取組が進んでいるが、国内の農産物流通においては注文もＦＡＸが
中心で、生産・流通の一貫したデジタル化が困難な状況である。

（解決の方向性）
青果物の事故品流通拡大抑止をテーマに、ブロックチェーン（分散型台帳）技術を活用したトレーサビリティ
プラットフォームの実証を行い、効果を検証した。

■取組の具体的効果
（ＤＸ定着・継続運用の工夫）
　・実証結果を踏まえ、トレーサビリティプラットフォームのメリットを伝えていくことで生産者、流通事業
者の理解と協力を得て取組を継続していきたい。

　　（例）消費者からのクレームが入った場合、スピーディな共有等「このロットは出荷停止にしてください」
と一斉に通知することで二次被害を抑えられる

（取組の具体的効果）
　・ブロックチェーン技術を活用したトレーサビリティプラットフォームを活用すると、健康被害発生の可能
性のある商品が流通した場合、事故品流通拡大抑止効果（作業時間・回収量）が得られることが確認できた。

　　回収の範囲の特定が可能となり→　回収に要する作業時間を 1/3 ～ 1/7 に短縮
　　　　　　　　　　　　　　　　　　回収対象品の量を約 1/180 に削減

■今後の課題

★取組成功のポイント 

（システム・取組概要）

生産者と消費者双方がメリットを受けられるように、デジタル技術活用等によるサプライチェーンの合理化を
目指す。

　・具体的なテーマで実証を行い、効果をデータで示していること

■経営課題解決に向けたデジタル技術活用の取組
（取組の体制・ベンダーの活用状況、役割分担）
　・社外の協力機関と一緒にプロジェクトチームを設置し、生産者、流通事業者の協力を得て実施

ＤＸ事例⑰卸売業◆企業間接続型

（導入技術・データの活用方法）
個々の農産物へのコード付与に
よるサプライチェーンの合理化

（セキュリティ対策）
ブロックチェーンは一度入力さ
れた情報について改ざんされる
可能性が非常に低く、耐改ざん
性の部分では非常に高いセキュ
リティが確保されていると言え
る。

※ブロックチェーン （分散型台帳）分散型ネットワークを構成する複数のコン
ピューターに、暗号技術を組み合わせ、取引情報などのデータを同期して記録
する手法。

（取組の経過）

2019 年、2020 年と継続実施中

農林水産省食品通合理
化促進事業等事業

2018 年
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ピューターに、暗号技術を組み合わせ、取引情報などのデータを同期して記録
する手法。

（取組の経過）

2019 年、2020 年と継続実施中

農林水産省食品通合理
化促進事業等事業

2018 年
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社内コミュニケーションツール

オンライン申請・予実共有
・各種申請のオンライン化
・スケジュール共有（全社員）
・日報の共有（全社員）

災 害 対 策
・ハザードマップ等情報提供
・緊急連絡網
・被害状況の報告
・出勤できるかどうかの連絡

クラウド

コロナ対策
・毎日の体調管理
・相談先情報提供　等

前日に予定を入力
　何時から何時まで何をする
　何時に帰るか
全社員が確認できる

オンライン申請・予実共有 ビジネスプロセスマネージメント
・各種申請のオンライン化
・スケジュール共有（全社員）
・情報発信、蓄積を一元化

・業務引き継ぎ

タスク（完了）

タスク（完了）

タスク（完了）クラウド

社内コミュニケーションツール

社内コミュニケーションツール活用事例
情報共有で事業継続（ＢＣＰ）
株式会社ミヤハラ
●所在地（本社）山口県（事業拠点）大分県　　●従業員数：50 人　　●資本金：1200 万円
●事業内容：電子部品製造装置、各種自動化・省力化機械、半導体製造装置の設計・製作・組立
http://k-miyahara.co.jp/

　・身近なデジタル化を推進しメリットを実感してもらうことで、今後のＤＸ推進の機運を醸成していること

★取組成功のポイント ★取組成功のポイント 
　・全社員の作業予定と実績を確認できるフラットな情報共有ルールを導入したこと

社内コミュニケーションツール活用事例
ビジネスプロセスマネージメント（ＢＰＭ）
株式会社アデリー
●所在地（本社）山口県（事業拠点）東京都　大阪府　広島県　　●従業員数：277 人
●資本金：１億円　　●事業内容：ギフト商品の企画・商品開発、カタログ制作、物流・販売
http://www.ad-e.co.jp/

ＤＸ事例⑱身近なＤＸ

（取組の具体的内容と効果）
　・スケジュールおよび日報の全社員共有により、残業時間が大幅削減した。
　・台風等の災害時に緊急連絡、被害状況の把握、出勤できるかどうかの確認に役立った。
　・「国土強靭化貢献団体認証（レジリエンス認証）」取得につながった。

（取組の具体的内容と効果）
　・スケジュールの共有により、社内会議の予定調整がすぐできるようになった。
　・承認フローを作業フローにみたててバトンを渡すように業務引き継ぎに活用し、進捗（だれがバトンをもっ
ているか、ボトルネックになっていないか）を見える化した。

　・承認および作業管理用報告をシステム化することにより、後続作業の開始スピードが飛躍的に向上した。

（取組の経過）
2020 年　社内コミュニケーションツール（クラウドサービス）全社員に導入
　　　　日報、災害対応ツール、体調管理ツール等をノンコードで社内開発

（取組の経過）
2018 年　社内コミュニケーションツール（クラウドサービス）全社員に導入
2019 年　押印文書および作業完了報告をワークフローシステムに統合
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社内コミュニケーションツール

オンライン申請・予実共有
・各種申請のオンライン化
・スケジュール共有（全社員）
・日報の共有（全社員）

災 害 対 策
・ハザードマップ等情報提供
・緊急連絡網
・被害状況の報告
・出勤できるかどうかの連絡

クラウド

コロナ対策
・毎日の体調管理
・相談先情報提供　等

前日に予定を入力
　何時から何時まで何をする
　何時に帰るか
全社員が確認できる

オンライン申請・予実共有 ビジネスプロセスマネージメント
・各種申請のオンライン化
・スケジュール共有（全社員）
・情報発信、蓄積を一元化

・業務引き継ぎ

タスク（完了）

タスク（完了）

タスク（完了）クラウド

社内コミュニケーションツール

社内コミュニケーションツール活用事例
情報共有で事業継続（ＢＣＰ）
株式会社ミヤハラ
●所在地（本社）山口県（事業拠点）大分県　　●従業員数：50 人　　●資本金：1200 万円
●事業内容：電子部品製造装置、各種自動化・省力化機械、半導体製造装置の設計・製作・組立
http://k-miyahara.co.jp/

　・身近なデジタル化を推進しメリットを実感してもらうことで、今後のＤＸ推進の機運を醸成していること

★取組成功のポイント ★取組成功のポイント 
　・全社員の作業予定と実績を確認できるフラットな情報共有ルールを導入したこと

社内コミュニケーションツール活用事例
ビジネスプロセスマネージメント（ＢＰＭ）
株式会社アデリー
●所在地（本社）山口県（事業拠点）東京都　大阪府　広島県　　●従業員数：277 人
●資本金：１億円　　●事業内容：ギフト商品の企画・商品開発、カタログ制作、物流・販売
http://www.ad-e.co.jp/

ＤＸ事例⑱身近なＤＸ

（取組の具体的内容と効果）
　・スケジュールおよび日報の全社員共有により、残業時間が大幅削減した。
　・台風等の災害時に緊急連絡、被害状況の把握、出勤できるかどうかの確認に役立った。
　・「国土強靭化貢献団体認証（レジリエンス認証）」取得につながった。

（取組の具体的内容と効果）
　・スケジュールの共有により、社内会議の予定調整がすぐできるようになった。
　・承認フローを作業フローにみたててバトンを渡すように業務引き継ぎに活用し、進捗（だれがバトンをもっ
ているか、ボトルネックになっていないか）を見える化した。

　・承認および作業管理用報告をシステム化することにより、後続作業の開始スピードが飛躍的に向上した。

（取組の経過）
2020 年　社内コミュニケーションツール（クラウドサービス）全社員に導入
　　　　日報、災害対応ツール、体調管理ツール等をノンコードで社内開発

（取組の経過）
2018 年　社内コミュニケーションツール（クラウドサービス）全社員に導入
2019 年　押印文書および作業完了報告をワークフローシステムに統合
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工場内 工場内工場間

顧客

顧客

顧客

納品企業

１．経営計画においてＤＸビジョンを明確化し、経営トップがコミットメントする。
 ・ビジネスとＩＴシステムを一体的に捉え、デジタル技術による社会及び競争環境
の変化が自社にもたらす影響（リスク・機会）を踏まえた経営ビジョンの策定
を行う。

２．デジタル化する業務の現状を図表や数値で見える化して把握し、企業価値向上の
数値目標を設定する。
 ・工作機械監視の所要工数を見える化し、自動化による削減工数目標を設定する。

３．課題解決の戦略（体制、人材、工程、手段、コスト）を立案する。
 ・データを重要経営資産の一つとして位置付け、経営計画を実現できる変革シナ
リオとして戦略を策定する。

 ・デジタル化に向けた合理的かつ合目的な予算配分を行う。
 ・デジタル化推進体制の整備、キーマンの任命を行う。

４．対象業務プロセスおよびデータフローを整理し、データマネジメントルールを　
作成する。
 ・工場内、工場間のデータ共有範囲、個人ごとのデータアクセス権限を検討する。

５．導入するデジタル技術の要件を定義する。
 ・工作機械の稼働状況センシングとリアルタイム可視化を行う。
 ・リモートアクセスを想定しクラウドサービスの利用を検討する。

６．デジタル技術導入、運用人材の育成
 ・ＩｏＴ、ＡＩ等デジタル技術導入を通じて社内にデジタル人材を育成する。

７．設定した企業価値向上の目標達成状況の確認、評価
 ・工作機械監視の自動化による工数削減効果を確認し、目標達成状況を評価する。

８．さらなる企業価値向上を目指して課題抽出、戦略策定へ
 　　（例）デジタル人材のスキル継承を行い継続運用を行う。
　　　　  ボトムアップによる課題の抽出を行い、さらなる生産性向上を目指す。

ＤＸ推進モデル①製造業 【経営課題】生産性向上（コスト削減）

データ連携の類型 企業内
複数部門接続

データ活用による
経営課題解決の方向性

戦略策定

ＤＸ推進

定着改善

スパイラル
アップ

ＤＸの進め方

工作機械稼働率の見える化、
自動化による工数削減

関連するＤＸの要素
（変革の対象） 工作機械監視業務の自動化

企業価値向上
（ＤＸ推進）テーマ 革新的な生産性向上

導　入　後

デジタル技術導入

導　入　前

効　　　果

短納期多品種少量生産で効率化が難しい。

ＩｏＴセンサ、　仮想環境シミュレーション
ＡＩ活用した予知保全システム、スマートグラス、ＡＲ、５Ｇ

遠隔監視、リモート作業指示が可能にする。
リモートワークが可能な業務が増え、ロス低減、利益率向上を図る。

１．経営計画においてＤＸビジョンを明確化し、経営トップがコミットメントする。
 ・ビジネスとＩＴシステムを一体的に捉え、デジタル技術による社会及び競争環境
の変化が自社にもたらす影響（リスク・機会）を踏まえた経営ビジョンの策定
を行う。

２．デジタル化する業務の現状を図表や数値で見える化して把握し、企業価値向上の
数値目標を設定する。
 ・納入製品の遠隔監視サービスを実現し、顧客満足度の目標値を設定する。

３．課題解決の戦略（体制、人材、工程、手段、コスト）を立案する。
 ・データを重要経営資産の一つとして位置付け、経営計画を実現できる変革シナ
リオとして戦略を策定する。

 ・デジタル化に向けた合理的かつ合目的な予算配分を行う。
 ・デジタル化推進体制の整備、キーマンの任命を行う。

４．対象業務プロセスおよびデータフローを整理し、データマネジメントルールを　
作成する。
 ・ＩｏＴセンサによる納入製品の状況データ取得・管理フローを検討し、ユーザー
の監視データ利用範囲（閲覧のみ、ダウンロード等）を定める。

５．導入するデジタル技術の要件を定義する。
 ・納入製品に IoT センサ、通信機能を付与し、遠隔監視を可能にする。

６．デジタル技術導入、運用人材の育成
 ・遠隔監視ノウハウを社内に蓄積する。

７．設定した企業価値向上の目標達成状況の確認、評価
 ・製品の遠隔監視による効果を確認し、目標達成状況を評価する。

８．さらなる企業価値向上を目指して課題抽出、戦略策定へ
　　 （例）監視データを分析し、予防・設備保全計画の提案など、さらなるビジネスの

変革を目指す。

ＤＸ推進モデル②製造業 【経営課題】付加価値向上

データ連携の類型 企業顧客間接続

データ活用による
経営課題解決の方向性

戦略策定

ＤＸ推進

定着改善

スパイラル
アップ

ＤＸの進め方

納入製品の遠隔監視による
顧客サービス向上

関連するＤＸの要素
（変革の対象） 製品のアフターサービス向上

企業価値向上
（ＤＸ推進）テーマ 既存ビジネスの変革

デジタル技術導入

効　　　果

導　入　前

導　入　後

点検要員の確保、点検作業の省力化が製品納入先ユーザーの
課題である。

　・製品納入先ユーザーの点検業務の省力化
　・既存製品の付加価値向上
　・遠隔監視技術を利用した新製品開発、新分野参入

既存製品にＩｏＴによる遠隔監視サービスを付加
納入製品の遠隔監視が可能にする。
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